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提示した母親規範
――テレビがもつ「教育機能」に着目して――
津　田　好　子
はじめに―本稿の目的と分析視角
本稿では、NHK教育テレビ放送のなかの母親を対象とした 1980年代ま
での番組が提示した社会政策を背景としたジェンダー規範に基づく母親のあ
り方を確認する。加えて、番組が提示した理想の母親のあり方を、批判的に
考察する。
1995年以降の日本のメディア研究において定着したカルチュラル・スタ
ディーズの考え方や分析方法を使う研究は、マス・コミュニケーションの送
り手の情報発信過程にはどのようなメッセージをどのように発信するかにつ
いての「意味をめぐる闘争」があるとし、対する情報を受け取るメディアの
読者・視聴者をメディアからのメッセージを多様に解釈する積極的存在と位
置づける（井上 2009： 17）。このメディアにおける「闘争」と解釈は、ジェ
ンダー平等の視点からみたときに、「規範として期待される女性像と、女性
自身の現実や希望とが、ある時は妥協し、ある時は拮抗する両者の綱引きの
場である」（同： 3）。それゆえにジェンダー平等をめざす視点でのメディア
研究は、井上（2009）が指摘するように、メディアにおけるジェンダー関
係の構築の過程に分析の焦点が向けられる。またファン・ゾーネンは、先述
の意味をめぐる交渉あるいは闘争という考え方や受容の実践的行為に重点を
おくメディア研究とフェミニズム研究を接合して、意味をめぐる闘争が、エ
スニシティと経済上の既存のパワーの諸関係と、男性的とみなされるものと
女性的とみなされるものとの価値がどの文化においても不均衡であることの
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2つの点に周囲を取り囲まれた闘争であると位置づける（ゾーネン 1991＝
1995： 57）。そしてゾーネンは、意味をめぐる闘争の中心的場にいるメディ
アにおいて、女性的とされるディスコースと支配的な社会秩序との関連との
捉えなおしの重要性を喚起する。
日本のメディア研究のなかでテレビ番組を対象とした研究でも、テレビ番
組が社会規範を再構築していく過程に着目し、番組におけるジェンダー表象
を通して視聴者が解釈を通してジェンダー化された存在として作り出される
ことに関する先行研究の蓄積がある 1。本稿では、こうした先行研究の成果を
踏まえ、テレビがもつ「教育機能」に着目し、教育テレビ番組をその年代の
社会政策を背景としたジェンダー秩序との関連で捉えなおす。そして、制作
者と視聴者の双方が「教育機能」をより意識していると考えられる NHK教
育テレビ番組が母親向けに放送した番組において、「母親」のあり方がどの
ように意味づけられてきたのかをジェンダー規範と関連づけて考察する。
そのためにまず、第 1章では、日本のテレビが「教育型」であることを建
前としてきたことをメディア史の先行研究の成果によって記す。そしてその
ような「教育型」テレビ番組の視聴者のなかに、女性が組み込まれた過程を
みていく。第 2章では、テレビの「教育機能」を社会教育に利用した「放送
利用促進運動」に焦点をあてる。前章で言及した「教育」対象としての女性
が、家庭や、公民館や PTAなどの社会教育の講座において、放送番組利用
によって「母親」として「教育」対象になっていった様相を描き出す。そし
て第 3章では、前述の「放送利用促進運動」において利用率が高かった
NHK教育テレビ番組『おかあさんの勉強室』が提示した母親のあり方を考
察する。最後に今後の研究の展望として、同番組を分析対象として研究をす
すめる意義を述べる。
 1 たとえば国広による娯楽番組の分析（同： 2012）や、制作現場での参与観察を
含む教育テレビ番組の分析（同： 2001）がある。
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第 1章　「教育型」を特徴とする日本のテレビと女性視聴者
1.1　「教育型」を特徴とする日本のテレビ
現在の放送法では、一般放送局の放送免許交付の条件に、番組編成の割合
として教育番組 10％以上、教養番組 20％以上を求めている 2。このことから、
佐藤卓己（2008、2012）は、日本のテレビ放送は今日も「教育型」である
と指摘する。では、なぜ日本のテレビ放送は「教育型」であり続けたのか。
その点を佐藤は、放送体制の成立過程の分析によって明らかにし、テレビ放
送開始前の日米の送受信方法の競争に日本が敗れたことにその要因を見出し
た。送受信方法の争いが、アメリカから直輸入されたテレビ有害論を抱合
し、技術的な「アメリカ方式対日本方式」の対立から「娯楽放送（アメリカ
的）対教育放送（日本的）」の構図にすり替わっていった。そして技術的な
国産方式の敗北によって、「日本的」教育放送は、日本の戦後の文化国家に
おける自尊自立の象徴になり、日本のテレビが「教育的」であるとの強調に
つながっていく。佐藤はまた同書の中で、テレビが「教育的」を強調する背
景に、大宅壮一の「一億総白痴」論 3の影響を指摘する。その後の流行語に
もなった大宅の指摘とアメリカでのテレビ有害論の双方を払拭しテレビを普
 2 編成の内訳は、教養、教育、報道、娯楽、広告、その他の 6種。NHK教育局に
求められる編成は、教育 75％以上、教養 15％以上。番組の種別への分類は、放
送法が規定する「番組調和原則」（1958年）に則って放送事業者に委ねられた倫
理基準である。『NHK年鑑』『日本民間放送年鑑』によると、教育番組の比率は、
NHK総合テレビジョン約 10％、民放各局平均約 12％（2009年）。しかし 2010
年の改正放送法は、放送事業者に対して分類内訳の公表を義務付ける規定を盛り
込んだ。そのことが番組調和原則に与える影響を課題とする意見もある（村上
2011）。
  　2013年度 NHKの国内放送番組編成計画は、下記の通り。
教養 教育 報道 娯楽
総合テレビジョン 23.3（％） 10.5 46.2 20.0
Eテレ 17.9 79.1  3.0 ―
 
 3 昭和 30年代、テレビ番組が「低俗」であるという批判が起こった。批判のひと
つであった大宅壮一の「一億総白痴」論（1957年）は、それ以降のテレビ低俗
論の代名詞となった（1977 日本放送協会： 419）。
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及していくためにも日本のテレビ番組は、「教育型」であるという日本的な
特徴を強調していくことになった。
日本のテレビが「教育型」を強調するのは、テレビ放送前史のラジオ放送
の特徴がテレビに引き継がれたためとの指摘もある。日本のラジオ放送は、
1925年 3月に逓信省の管轄下、東京で放送を開始した。当時の東京放送局
総裁・後藤新平は、放送の機能として「文化の機会均等」「家庭生活の調和」
「教育の社会化」「経済の敏活」の 4点を挙げ、「ラジオによる知識の注入が
教育機関の進歩をもたらすことを期待した」（遠藤・高桒 1999： 130）。また
番組編成は、「レベルの高い教養講座、女性向けの講座を積極的に編成」し
た（同： 130）。その後日本放送協会は、1930年に教育のための第 2放送を、
1933年には大阪放送局で継続的な学校放送を開始し、1935年には全国向け
の学校放送を開始した。これは後には国民学校令と結びつき、文部省の厳し
い統制の下に「教育の機会均等は教育の画一化に置き換わっていった」（同：
133）。とはいえ、同氏らは、テレビ放送開始時すでに番組編成に小中学校
向けの定時番組があったことから、放送の「教育力」に注目が集まっていた
ことを述べている。先述の佐藤もまた、ラジオが戦中的な国民教化に大きな
役割をはたした点をラジオ放送の「電波による国民教化」理念とし、この理
念がテレビに継承していったとする。
以上のように、日本のテレビは、放送開始時すでに「教育型」であること
を重視し、その特徴を少なくとも建前上堅持してきた。さらにテレビが「教
育型」であることは、日本のテレビが教育専門チャンネル 4をもち、いまな
お維持し続けている点に如実にあらわれている。
1.2　放送による戦後的「良」妻・「賢」母づくり
次に、戦中から戦後のアメリカ占領期に、女性が放送の「教育」対象とし
て、どのように組み込まれたかをみていく。
 4 現在の地上波では、NHKの Eテレのみであるが、テレビ放送開始直後には、民
間放送でも教育専門チャンネルが複数存在した。
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前節で述べたように、日本の戦中期において学齢期の子どもたちは、「小
国民」づくりを目的としてラジオによる教化対象であった。女性について
は、戦中の総力体制のなかで国は、母親たちが「国のために主体化」するこ
とを要請した（吉見 2012： 307）5。たとえば戦争末期の 1944年には戦時体制
強化のために「母親学級」の組織化を推進するなどを通して、国策に貢献す
る「母親」づくりを目指した。
戦後のアメリカ占領期において、GHQが展開した活動は、入念な調査な
どの準備を経た広範で長期的な展望のもとで実施された。その中で、本節で
は本稿のテーマにそって、CIEと CIEのなかのラジオ班による女性を対象
とした活動をみていくことで、アメリカ占領期の日本の民主化政策に女性
が、「教育型」放送の視聴者として組み込まれた過程を示す。
岡原（2009）によれば、CIEは、「日本の戦時中の国粋主義的プロパガン
ダ放送の効果を通じて、日本人にとっての放送の有効性に気づいていた」
（同： 43）。そして CIEは、天皇のラジオによる終戦詔勅に対する国民の受
け止め方を通して、「日本人の『再教育・再方向付け』の手段にメディアが
有効であるとの確証を得た」（同： 43）。CIEのラジオ班の使命は「マス・メ
ディア、教育、娯楽としての日本のラジオの価値を高めること」であり、そ
のために同班は、NHKの台本作成、番組制作、放送要員の選択、使用する
放送用語の指導と監督などを通じて、NHKの全ラジオの内容をチェックし
た（同： 49）。女性の「教育」に関して CIEは、「日本女性が自由な社会を
再建するために果たす巨大な役割」を繰り返し強調している（岡原： 105）。
そのためのラジオのプログラムのひとつが『婦人の時間』6の放送であった。
 5 吉見（2012）は、戦後の岩波映画「勉強するおかあさん」の解説の中で、戦中
の「母親学級」に母親が学ぶ「勉強するおかあさん」の原型があると指摘してい
る（同 307）。
 6 『婦人の時間』は、1945年 10月にラジオ第 1放送で放送開始以来、ラジオ第 2放
送およびテレビ放送に枠をひろげ、約 18年半続いた「主婦たちが楽しみつつ学
ぶように設定した」（岡原 2012： 29）番組である。同番組は、CIEの指導下で民主
化教育に重点を置き、「ニュース、話、談話、座談会、討論会、ドラマ、音楽など
で構成されていた。出演者は著名人だけではなく、家庭の主婦、農漁民や勤労婦
人たちの意見が広く自由に取り上げられ、婦人の発表能力を伸ばすために月 1回
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CIEの「日本人再教育」プログラムのもとになった「アメリカ教育施設団
報告書」（村井実訳）によると、報告書は民主化政策のためには男女に区別
のない教育の機会均等を求める一方で、日本女性は、「『良』妻・『賢』母に
なるために自らが賢くならなければならないことを悟る必要がある」とも述
べている（村井訳書： 40）。岡原（2007）も指摘するように、民主化政策は
「日本の家庭と家族に関する古い倫理基準と伝統的な美徳の活用を考えてい
た」（岡原 2007： 74）7。つまり、報告書が提案した女性の教育は、女性個人
的存在とみて教育するのではなく、「家」を単位としたうえで、女性を「良
妻」であり「賢母」とするための手段であった。
日本のテレビ放送開始（1953年）から 6年後の 1959年に、女性を対象と
した番組「NHK婦人学級」の放送が始まった。同番組はアメリカ占領期の
ラジオ放送による「民主化政策」の理念を引き継ぐ番組である。番組では集
団視聴を推奨し、番組視聴後にグループメンバーでの話し合いによって「婦
人」が、政治・経済・法律を身近な問題から考えていくというスタイルを
とった。同番組から得た知識やグループ討議によって会議での発言の仕方な
どを体得した女性視聴者は、PTAや地域の会合のみならず、婦人週間に労
働省（当時）が開催した全国婦人会議 8に出席する（日本放送協会 1977：
549）など、「婦人」として活躍の場を広げていった。しかし、ここで留意し
たいのは、ラジオからテレビが継承した教育対象としての女性は、家族関係
のなかに埋め込まれた「良妻賢母」と位置づけられていた点である。
の公開放送のあと必ず討論会を開いた」（NHK 1979: 216）。そして同番組は CIE
の路線に沿って占領後も成長し、その理念は女性のための社会教育放送番組
『NHK婦人学級』（1963～1972年。1959年総合テレビ）が引き継いだ（同： 4）。
 7 同報告書では「日本は結束力の固い家族制度を基盤にした社会的関係という一種
の芸術を創り出した国であるから、同胞愛から出発して平等に到達できるかもし
れない」と述べる（村井訳書： 24）。
 8 労働省婦人少年局が 1953年から 1974年まで開催した女性の全国会議。毎年婦人
週間のテーマに合わせて作文を募り、その中から 60人の代表を選んで開催。戦後
の民主的法改正を普及させ、女性の地位向上を図るのがねらいであった。最初の
数年は地域婦人会の幹部や 30～40歳代の主婦が多数応募した。その後国際婦人年
関連行事に、男女共同参画政策等に引き継がれた（『岩波女性学事典』： 309）。　
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1.3　テレビ視聴拡大の対象であった「家庭婦人」
本節では、1960年代以降に、女性のなかでも「家庭婦人」がテレビの重
要な視聴者として位置づけられたプロセスをみていく。
公共放送の教育専門局である NHK教育テレビ（現 Eテレ）は 1959年 1
月に開局した。教育専門局の開局を後押ししたのは、「『一億総白痴化』批判
などのテレビの功罪をめぐる議論の高まりと、テレビを教育に活用すべきと
の世論の高まり」（NHKアーカイブスカタログから抜粋）であった。「教育
の機会均等」の観点からの期待や、「国民教化」の手段のひとつとしての期
待を背負っていた日本のテレビは、教育専門局の開局によって、テレビの教
育機能を重視し、期待した。NHK教育テレビの編成の特徴 9は、「視聴者を
特定した“特定対象者向け番組”あるいはテーマを限定した“専門番組”を
それぞれの視聴好適時間帯に編成していることである」（古田 2009）。NHK
教育テレビの番組は、学校教育番組、生涯学習番組、教養・芸術番組、産
業・経済・科学番組、福祉番組、体育・健康番組、報道番組から成ってい
る。古田（2009）は、学校教育番組放送時間が全体に占める割合によって、
教育テレビの性格が 1982年と 1990年に大きく転換したと指摘する。それ
によれば 1982年までの教育テレビは「学校教育波」、その後 90年までは
「生涯教育波」という特徴をもつ 10。さらに古田は、前者のなかの 1974年ま
での時期は、「教育テレビの放送サービスの全国拡大と学校教育番組の量的
拡大によって、学校教育波としての性格を確立し、放送による“教育の機会
均等”を達成する時期」（同： 198）と分類している。
 9 「日本放送協会番組基準」では教育番組を「1. 放送の対象を明確にし、番組の内
容がその対象にとって、有益適切でありようにつとめる。2. 教育効果を高める
ために、組織的かつ継続的であるようにする。3. 放送を通じて、教育の機会均
等に努める」とする。学校放送番組は「1. 学校教育の基本方針に基づいて実施
し、放送でなくては与えられない学習効果を挙げるように努める」としている。
 10 この背景には、国の教育政策の学校教育体系から生涯学習体系への転換がある。
その状況に対応するため NHKは、1982年度の番組編成基本計画で教育テレビ
に関して「生涯教育に資する教育・教養番組、学校放送番組を大幅に刷新する」
と記した（古田： 201）。
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では、1974年 11までの時期に女性視聴者は、教育テレビ番組視聴者として
どのように位置づけられていたのだろうか。女性の労働力率が低下していた
この時期は、核家族化と経済成長期、そしてテレビの普及が同時に進んでい
た時期である（国広 2013）。先行研究ではテレビ視聴態度に関して女性はテ
レビ番組に「教育」を求める傾向にあったことと、この時期にテレビを比較
的長時間視聴していた女性は、既婚の無職のいわゆる「家庭婦人」であった
ことを明らかにしている。例えば小川（2005）は、同時期が女性の労働力
率が最も低下した時期である点に言及し、女性の視聴傾向の特徴として、女
性はテレビ視聴の目的意識が明確でテレビに「生活の手引きと安定感」を求
めていることから、「好きな番組やドラマからも生活の知恵や生き方を得て
いる」（同： 99）と分析する。
テレビ普及をすすめるには、視聴者拡大が必要であった。新たな「視聴者
開発」対象のなかに女性はどう組み込まれていったのだろうか。鈴木（1971）
は、「家庭婦人のテレビ教育教養番組視聴」の中で、教育教養番組視聴者を
積極的に開発する方途をさぐるために次の 3つの目的をもって「家庭婦人」
対象とした調査を実施している。（1）開発対象としての潜在的な視聴者の特
性　（2）継続視聴を促進あるいは阻害する要因　（3）視聴のきっかけをつ
くるのに有効な条件。これらの実態と構造を把握するため同調査では、後述
する NHK教育テレビ番組「おかあさんの勉強室」のパンフレットを東京・
目黒区在住の「家庭婦人」に送付し、番組の利用状況把握を試みた。同調査
では、「家庭婦人」はテレビ視聴の可能性が高く、かつ教育教養志向の比較
的高い人と想定し、彼女らを視聴者として「開発」するための有効な方案を
探った。つまり、学校放送を中心に番組編成をしていた教育テレビは、あら
たな視聴者「開発」の対象として「家庭婦人」を 1つのキーワードにしてい
た。視聴者拡大の対象としての「家庭婦人」は、子どもをもつことを前提
に、子どもの育て方に関心をもつ母親であった。そして「学校教育波」とい
 11 同時期は、国際婦人年（1975）の前年までに符合する時期でもある。
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う特徴のあった教育テレビ番組の視聴者として女性は、学校教育を受ける子
どもにとっての教育の機会均等のために、母親として「教育」の対象に組み
込まれることになった。
第 2章　放送利用促進運動と「教育」対象としての母親
本節では、1970年代以降の NHK教育テレビ番組の利用促進業務が社会
教育現場指導者の放送番組の教育的利用についての理解を深めるために展開
した放送利用促進運動の概略を確認し、同運動の中で女性視聴者が、「教育」
対象としての母親として重要視されていく過程をみていく。
2.1　放送利用促進運動の展開
「NHK婦人学級」の活動は、1969年に「NHK青年学級」「放送利用農業
集団」「地域ぐるみ放送利用運動」との統合によって新たに「くらしに生か
す放送運動」となり、NHKは公的機関が実施する社会教育の中での放送利
用の総合的展開を図る 12。そのために NHKは、社会教育活動の中に放送番
組の利用を位置づけるために「くらしに生かす放送利用全国研究集会」を開
催し、全国 9ブロック及び各県単位で放送利用研修会を開催した。研修会
実施の目的は、社会教育主事、公民館主事などの社会教育現場の指導者に放
送番組の教育的利用についての理解を促し、利用を促進することであった。
また 1971年に文部省（当時）は社会教育長名で、都道府県教育委員会教育
長宛に「社会教育における放送利用促進について」（文社規第 135号）を出
し、「教育行政機関、学習者、放送事業者の有機的連携」「社会教育放送番組
 12 社会教育における放送利用の先駆的な試みは、国民生活の民主化についてのはた
らきかけを目的とした「ラジオの集い」（1948年）がある。同集いは、「日本放送
協会企画部起案文書」では、「『ラジオの集い』という集団聴取の企ては、放送を
通じてその道の権威の意見を徹底させ、それにもとづいて討論をおこなわしめ、
その討論会において集団的な社会訓練を体得させることができる。（中略）『討論
報告書』によって全国の各社会層がむすばれ、また間接には、それらの意見に
よって放送番組に世論が反映され、放送そのものの民主化がおこなわれる」と位
置付けていた。
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の制作に協力と活用方法の研究開発」などを促した。
このようなテレビの教育的利用 13構造を意図した放送利用運動の展開に関
して岡原（2009）は、「放送利用運動が持つ戦前とのある種の連続性」を指
摘する。つまり、放送利用の目的が戦前の「国民教化」理念のような、国が
理想とする「国民像」の普及に通じる一面があり、それを自治体が積極的に
取り入れることで、画一化した理想像が一定の規範として流布していくこと
への危惧である。
一方で NHKは、社会教育における放送利用の目的に、「婦人」や「青少
年」などが、集団視聴での討議を通して、意見をまとめ、話す力を身につけ
ることで、「国民の民主化」（日本放送協会 1977： 313）に寄与することに意
義を見出していた。また、「教育」のための放送利用は「人びとの思考を画
一化」するものではないことを示すために、放送利用社会教育の方法論研究
がすすめられた。たとえば放送利用社会教育研究会（1979）は、放送利用
社会教育の推進は、社会教育の方法のひとつとして学習機会の拡大を促すと
いう利点を強調し、学習支援者の支援の在り方や学習の評価方法を共同研究
の成果として報告した。
放送の社会教育への利用促進は、放送が「国民教化」のための装置になり
うる側面と、教育を受ける機会拡大の可能性との 2つの側面を持っていた。
2.2　自治体、PTAと連携した取り組み
本節では、前節で述べた放送利用運動が自治体や PTAなどとどのような
連携体制をとっていたのかを具体的事例にもとづいて確認する。
まず、自治体との連携に関して、実践例を示す。図 1と図 2は、1970年
度「くらしに生かす放送利用全国研究集会」で報告された実践例の図式化で
 13 ユネスコは、テレビの教育的利用の普及を国際的規模で推進するための実験を
行った（1952年）。日本では 1956年から 1年間、文部省、日本ユネスコ国内委
員会、NHKの 3者が協力して「教育効果」を調査した。しかし、そこに「オー
ディエンスの解釈」という視点がない送り手―受け手の限定的な流れであること
が批判された。
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ある。このモデルケースからわかるのは、放送を社会教育に利用するにあた
り、放送局、行政、教育委員会が一体となって事業をすすめていくために組
織化していたことである。（図 1、図 2）
各自治体は、運動推進の目的のために独自の工夫を実践した。研究集会の
報告の中には、放送利用を促すために市民向けパンフレットを対象ごとに作
図 1　P県 Q市　社会教育放送利用推進体制１（くらしに放送を生かす市民運動）
 （日本放送出版協会編 1971『テレビと生涯学習』： 169　より転載
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成している報告 14がある。報告内容は、読みやすいあるいは目に付きやすい
パンフレット作成のために作成過程での工夫の仕方、どういう経路で配布す
るのが効果的かという配布方法の工夫などが具体的に記されている。工夫の
主眼は、「ふだん情報に触れていない人にいかに情報を届けるか」という課
題にあった。
このように、放送利用促進運動に利用された番組はさまざまな機関や個人
 14 たとえば、母親対象、青少年対象（放送利用研究会 1979）。
図 2　P県 Q市　社会教育放送利用推進体制 2
 （日本放送出版協会編 1971『テレビと生涯学習』： 168　より転載）
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が一体となってた推進体制のもとで制作された。
2.3　教育対象として期待された母親
「くらしに生かす放送利用促進運動」の一環で NHKは、1976年からの 3
年間に「幼稚園児をもつ母親 100万人視聴運動」を展開した。同運動は、母
親にテレビ番組を利用した学習を推奨し、グループ討議による学習内容の定
着を目標とした。つまり運動は、本稿で繰り返し取り上げてきた「NHK婦
人学級」の学習利用の対象者を「幼稚園児の母親」に限定した運動といえ
る。教育対象者を限定したことで、学習内容はより明確になり、「幼稚園児
の母親」という共通の立場を通して学習者間のつながりを促進しやすくもな
る。対象を明確化し限定することで、NHKは視聴運動への参加者の拡大を
意図して視聴者のアイデンティティに呼びかけ、運動への参加の前にある敷
居を低くした。
この時期の『NHK年鑑』や報告書等において、想定する視聴対象に「母
親」という記載が目に付く。
教育対象としての「母親」に向けて、各自治体では社会教育での放送利用
促進を目的に、さまざまな工夫を展開していく。例えば、学校放送の親子同
時視聴を手がかりにしようと意図した自治体では、PTAや婦人会などの組
織を通じてパンフレット「おかあさん、きょうもテレビをみててね」を配布
し、「子どもとおかあさんと先生をつなぐ『こころのパイプ』、それがテレビ
の同時視聴です」と呼びかけた（放送利用社会教育研究会 1979： 45）。ある
いは、後述する番組「おかあさんの勉強室」の視聴促進のためのパンフレッ
ト「お母さんの勉強室ガイド」（年 2回発行）を利用して、小学校教員が番
組利用のための詳細な教材を作成した事例もあった。
このほかに NHKは「母親」を対象として運動を展開するために、各地域
の営業活動と連携して「お母さん勉強会」を開催し、団地自治会や町内会を
通じて視聴者と接触し、対話活動を行うなどの広報活動にも力を入れてい
た。これら積極的な営業活動の背景には、1970年代半ば以降、テレビへの
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人びとの関心が衰退し始めたことに対する危機感があった。そのころに、新
たに視聴者として「母親」が浮上してくることになる。そこには、「家庭婦
人」のテレビ視聴率が比較的高いという調査結果と、番組制作側が「家庭婦
人」のなかでもとりわけ「幼稚園児」や「小学生」の母親を在宅で子育てを
していると位置づけていたことが反映していたといえよう。
第 3章　教育テレビ番組『おかあさんの勉強室』が提示した母親規範
本章では、放送利用促進運動のなかでも自治体とNHKの双方が利用推奨
する機会が多かった番組「おかあさんの勉強室」を取り上げる。視聴者とし
ての女性が、「家庭婦人」から「母親」として焦点化されていった過程を示
した前章を受け、本章ではさらに「母親」が NHK教育テレビ番組の視聴者
としてどのような存在と位置づけられていたのかを明らかにし、その番組が
提示した母親へのメッセージを考察する。
3.1　番組概要
同番組は、1965年 4月から 1990年 3月末まで教育テレビの学校放送枠で
放送された長寿番組である。番組の放送を開始した 1965年は、学校放送の開
始 30周年に当たる。そこで「教育の近代に放送が果たす役割を再確認した」
（NHK年鑑）した NHKは、「母親の学校教育・家庭教育に対する理解を深め
るために」（同）同番組を新設する。そのため番組の目的は「学校教育と家庭
教育の連結をめざして、小学校での教育目的、方法を具体的に紹介するとと
もに、家庭でのしつけはどうあればいいかを探り、さらに広い視野からの教
育問題を伝える」（同）ところにある。番組開始時の対象は、小学生の母親で
あり、番組は週 6日、午前 8時 30分から 30分間の放送で、曜日をおって各
学年別に各教科の基本的な考え方や問題点を、学校の進み方に合わせてとり
あげていた。番組の形式は、教室からの授業中継、スタジオでの実演、解説、
座談会などであった。1967年からは朝の時間帯だけでなく午後 5時からの再
放送が始まる。
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1970年度、小学校を起点として、逐年、学習指導要領の改編がなされ、学
校放送番組には「教育の現代化への要請が急速に高まるとともに、創造力を
高め、国際性に富む豊かな人間を育てるための番組がもとめられるように
なった」（同）。それを受けて同番組は、「正しい家庭教育のあり方が理解され
るように特に配慮し、内容の充実を図る」（同）。さらに同番組の対象に幼稚
園児の母親が加わったのは 1973年である。1976年から、カラー化し、総合
テレビ午前 11時 20分からの再放送開始 15。同年の『NHK年鑑』の記載では、
対象者に保育園児の母親も加えられた。1982年以降、番組対象に新たに乳幼
児と中学・高校生を加えるといった具合に母親の枠が拡大し、あらゆる年齢
の子どもをもつ母親を対象とするようになった。
同番組は、NHK教育テレビが、視聴対象を子どもの年齢を基準に拡大
し、放送時間を再放送などによって増やしながら、25年間一貫して女性に
「おかあさん」とよびかけて放送した番組である。
3.2　放送利用促進運動との関わり
同番組は、放送利用促進運動の展開と深く係わり合っていた。1970年度
版『NHK年鑑』では同番組が「各地の母親グループや社会教育団体に利用
され、社会教育の題材として好評を得た」との記述が見られる。以下同様に
NHK年鑑の記述を追う。1977年度では「『幼稚園児をもつ母親 100万人視
聴運動』の全国的な展開によって、家庭教育学級などで『おかあさんの勉強
室』を利用している学級・グループ数は 1402箇所」。1980年度版では婦人
を中心とした教育・教養番組の利用促進の項で「幼児・小学生をもつ若い母
親に対しては『おかあさんの勉強室』の視聴者をグループのかたちで把握
し、番組情報の提供など結びつきを強化するとともに、意向の吸収に努め
た。結果、全国で 5232グループ、57万 7941人の母親と結びつきを深め
 15 NHKは当時、経営状況の苦境によって教育テレビで本放送、総合テレビで再放
送という「総合・教育テレビの 2波の有効利用」を掲げた（古田： 201）。「おか
あさんの勉強室」は、総合テレビに放送枠を拡大したことで、視聴者が増加した
（筆者のインタビューによる）。
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た」。翌 1981年度には「視聴勧奨のために『おかあさんのつどい』を全国
546か所で実施」。その他、視聴勧奨のために「おかあさんの勉強室ガイド」
発行など広報活動を積極的に展開し、視聴者の拡大に努めた。また、番組
は、「公開録画」を行っており、録画にあたっては地方自治体や教育委員会
などとの共催による講演会を年に 22回（1982年度）開催するなど、視聴者
サービスをかねたプログラムも実施した。加えて、番組の制作に中心的に関
わっていた番組制作者が、自治体や PTA、地域グループなどが主催する講
演会に講師として出向くなどの活動もあった 16。
さらに社会教育の分野の研究や報告書にも、同番組を事例として扱った報
告がある 17。同運動のなかで『おかあさんの勉強室』を利用する社会教育で
の取り組みが数多いなどの調査結果もあり、番組を提供する NHKと利用す
る社会教育施設担当者の双方が、同番組を媒介につながりをもち、視聴者と
しての女性に積極的に働きかけた。
また同番組は、視聴運動の開始時に吸収された「NHK婦人学級」の理念
を継承し、実践する舞台ともなった。「NHK婦人学級」視聴グループの中
から、母親のあり方や子育てへの関心が強い女性が「お母さんの勉強室」を
視聴するためのグループを新たに発足する事例や、「NHK婦人学級」で表
現力を身につけた女性の中には、「おかあさんの勉強室」に「母親」あるい
は「主婦」として出演するケースもあった。つまり、教育対象女性が連続し
て視聴することにより、出演者になり理念の伝え手に「育つ」というパター
ンは、アメリカ占領下における民主化の中での「良妻賢母」を継承し、自ら
その狙い手を引き受けた。
筆者が行った番組制作者へのインタビュー調査のなかで、番組開始当時に
制作に関わっていた Aさんは、番組への個人的期待として、「全国のどこで
 16 筆者は、同番組の制作者複数人に制作過程や制作目的などに関するインタビュー
調査を行っている（2011年～現在）。インタビュー調査の結果から、制作者への
講演依頼や紙媒体への寄稿依頼が数多かったことが伺えた。
 17 例えば、全日本社会教育連合会『社会教育』には 1970年代から 1980年代まで
に 6本の実践事例報告が掲載されている。
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でも同じ教育が受けられるように、特に地方にくらす母親に教育の現状を
知ってほしかった」と語った。Aさん自身が 1960年代当時、地方都市から
東京の大学へ進学するときに個人的な苦労をしていた地方の母親や娘たちの
実情をふまえたうえでの「教育の機会均等」への送り手としての女性ディレ
クターの切実な願いでもあった。「お母さんの勉強室」は、教育の機会均等
を推進するために、母親が、当時の学校教育の教科の内容をを知り、子ども
が円滑な学校生活を送るために、家庭での子どもの望ましい育て方を伝える
ための番組であったといえる。
3.3 おかあさんの勉強室が提示した母親のあり方
同番組は、番組タイトルが示すように「おかあさん」をターゲットとする
ことを明確に示した学校放送番組である 18。この点から、本節では、同番組
が「母親」をどのような存在として位置づけているかを考察する。
学校放送番組は、その時々の教育政策にのっとった内容を放送することを
放送基準とする。つまり、学校放送番組は、指導要領の変更や学校制度の転
換に大きく左右され、内容の修正が行われる。学校放送番組の多くは生徒を
対象としているなかに、「おかあさんの勉強室」は、保護者と教師を対象と
する枠に分類される 19。保護者対象番組が、「母親」だけを対象とした背景に
は、保護者＝母親とする規範の強さが伺える。その後、ターゲットとしての
母親は子どもの年齢を基準として上下の年齢層へ拡大されるが、同番組が、
一貫して子どもの養育責任は母親にあるとする性別拘束的な規範に基づい
て、女性を位置づけてきたことに変わりはない。25年間の長きに渡って放
送した同番組は、当初の「教育の機会均等」の意図を持ち続けながらも、
 18 他に「おかあさん」をタイトルにしているのは、幼児を対象とする「おかあさんと
いっしょ」（1959年放送開始）がある。また 2013年 4月「おとうさんといっしょ」の
放送がスタートした。これら 2番組は総合テレビと BS放送での放送であり、視聴対
象を幼児にしていることから、「おかあさんの勉強室」とは番組の性質が異なる。
 19 同番組以前には、「母親から教師から」（1959年放送開始）が放送されていた。
1965年以降「おかあさんの勉強室」と「教師の時間」に分割された。
―162―
ジェンダーに拘束的な社会の秩序を反映して、「子どもの養育責任を一手に
引き受ける母親」として女性視聴者を位置づけてきたといえる。
おわりに
視聴推進運動と手を携え新たな視聴者獲得を図り、視聴グループでの討議
によって番組の「教育機能」を高める工夫をしてきた同番組は、一部の熱心
な視聴者が存在した 20。こうした熱心な番組の視聴者に対して同番組が果た
した役割は意義深く、大きな影響をもっていたと考えられる。一方、はじめ
にで述べたように、制作者の意図は明確であっても、そのメッセージに対す
る視聴者の解釈はさまざまである。さらに、「交渉」や「闘争」の場である
メディアの番組制作過程においても、作り手たちの間にも「交渉」や「闘
争」があったことは確かである。それが番組内においても、どのように拮抗
し、対立し、あるいは折れ合い重なりあってきたのかに注目することも重要
である。インタビュー調査では、その一端が垣間見られた。
いまなお、「子育ては母の手で」に象徴される子育てに関するジェンダー
に拘束的な規範は根強く残る。なぜこの規範はこのように根強く残り続けて
いるのか。
戦後、男女平等教育が推進されてきたとはいえ、番組の放送が始まった直
後の 1966年、中央教育審議会の答申「期待される人間像」は、女子に対す
る教育的配慮として「女子の特性」を強調した。このなかで成長した「団塊
の世代」は、「女性の高学歴化への期待と反発がせめぎあう両義的な風潮の
 20 この点は、NHKが把握してきた「結びついた」グループや個人数のほかに、筆
者のインタビュー調査のなかで番組制作者がたびたびエピソードを語っている。
例えば、ある地方自治体で公開録画を実施したときには、平日昼間の実施であっ
たが、その都市の中核産業を担う工場経営者が、番組録画のために工場を休日と
して、従業員女性が公開録画に参加できるように取り計らったことがあった（番
組ディレクター Bさんへのインタビュー。実施日： 2012年 9月）。また、他の制
作者は、ある経験豊富な講演者（テレビタレント）が、公開録画に参加した「母
親」の熱心なまなざしに気おされたため、一度演壇から降り、再登場して講演し
たこともあったという（番組ディレクター Aさんへのインタビュー。実施日：
2012年 11月）。
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なかで進学した。そして結婚適齢期規範も強かった」（国広 2013）。そのよ
うな「母親」の子ども世代が現在の子育て世代に当たる。女性は「母親」と
して〈子ども〉にどう向き合えばいいのか、さまざまな模索が続くいま、あ
らためて「母親規範」がどのような論理で支えられてきたのか、そのゆらぎ
やせめぎあいを丹念に分析し、考察する必要がある。
教育機能を強く意識し、自治体や学校とも連携して母親を対象に同番組が
提示した「母親のあり方」のメッセージは、その時々の社会の秩序を反映し
た「理想の母親」像の提示である。したがって「交渉」の場として同番組が
提示した母親のあり方を詳細に分析してくことは、現状の母親のあり方の問
い返しにつながるであろう 21。
付　記　本稿は「NHKアーカイブス学術利用トライアル研究（第 3期）」
の成果の一部である。
謝　辞　本稿の執筆段階で、矢澤澄子先生、国広陽子先生から有益なコメ
ントをいただいた。記して謝意を表したい。
 21 同番組の全体像の分析および、個々の実証研究については、稿をあらためて論じ
る。
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